
四日市市建築設計業務委託特記仕様書
　　　

Ⅰ．委託業務概要

　１．件名 中央老人福祉センター改修工事ほか設計業務委託

　　　

　２．設計対象施設

⑴場所

⑵既存施設概要及び設計業務内容

本館

東館

・耐震安全性の分類

１）構造体 Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ　類

２）建築非構造部材 Ａ・Ｂ　　　類

３）建築設備 甲・乙　　　類

　３．設計業務内容及び範囲

⑴設計業務概要

平成31年国土交通省告示第98号に基く（告示別添二）建築物の類型

第 11 号 2 類 (中央老人福祉センター)

第 12 号 1 類 (四日市市勤労者・市民交流センター)

⑵設計図書の作成

別表１～２　成果品一覧による。

Ⅱ．一　般　事　項

  中央老人福祉センター

四日市市　日永東一丁目　地内 （ 用途地域及び地区の指定 ： 準工業地域 ）

　官庁施設の総合耐震・対津波計画基準による、耐震安全性の分類は次のとおりとする。

１．設計業務にあたっては、監督職員と密接な打合せを行い、その指示に従うこと。
なお、打合せは、原則として管理技術者の立会いのもと行うこと。

２．関係各機関（県、市、町、村、消防、ＮＴＴ、電力、ガス、その他）との設計上必要な打合せ説明、申込、提
出書類等の作成は受託者が行い、その結果を文書で監督職員に報告するものとする。

３．打合せ用の設計図書は、必要に応じて受託者が随時作成するものとする。
（打合せの図面等のサイズは監督職員の指示による。）

４．管理技術者の資格は、１級建築士とする。

５．本仕様書に記載されていない事項は、「四日市市建築設計業務委託共通仕様書」による。

設計業務内容
　備　　考

○[改修]

○[改修]

別紙2-1による

別紙2-2による
　RC造・２階建て 延べ床面積　約１，２３３　㎡

　RC造・３階建て 延べ床面積　約１，３３４　㎡
2

　RC造・２階建て

実施設計

延べ床面積　約１，０６９　㎡

記号 施設名称 　構造規模等

1

  四日市市勤労者・市民交流センター

四日市市　日永東一丁目　地内 （ 用途地域及び地区の指定 ： 準工業地域 ）

中央老人福祉
センター

  四日市市勤労
者・市民交流セ

ンター



Ⅲ．設計図書作成要領

Ⅳ．官公署その他への手続き

Ⅴ．そ　　の　　他

Ⅵ．設計者への提示資料（※各種図面においてCADデータと表記のないものは、原図あるいは現場製本）

既設図面（製本図面　一部ＣＡＤ図面有り）

既設図面（製本図面　一部ＣＡＤ図面有り）

既設図面（製本図面　一部ＣＡＤ図面有り）

（注１）各種図面においてCADデータと表記のないものは、原図あるいは現場製本とする。

Ⅶ．履行遅延による遅延金及び契約解除について

１．仕様書は、市指定の特記仕様書及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築（改修）工事標準
仕様書を使用すること。

　　　　　　　　　　　　　東館：

３．一部下請け（再委託）については事前に監督職員へ届け出、承諾を得た上で決定すること。

２．設計図の作成は、前記仕様書、建築基準法及び消防法等の関係法令に整合した内容とすること。

３．設計図には、原則として材料の商品名、製造会社名を記入しないこと。

・中央老人福祉センター　　　　：

・勤労者・市民交流センター本館：

⑴本業務の成果品は別表1-1～1-2、別表2-1～2-2の提出期限までに提出すること。
　なお、委託者の責めに帰すべき理由がある場合を除き、「別表1-1～1-2」及び「別表2-1～2-2」の各期限ま
でに成果品の提出がない場合は、委託契約書第43条、第44条及び45条に基づき契約の解除に関する協議
を行うこととする。

７．設計に当たっては、指示した工事概算予算を検討の上進めること。

８．設計原図の大きさは、A1又はA2とする。（原則として、新築等A1、改修等A2とする）

５．設計基準については、別紙１に定める基準に準じること。

６．設計図の編集及び表題は、監督職員の指示による。

⑵最終成果品は、工事発注を行ううえで必要な情報を網羅し、図面、数量算出書、数量調書等の整合が図れ
たものを履行期間内に提出すること。
　なお、委託者の責めに帰すべき理由がある場合を除き、履行期間内に業務が完了することができない場合
には、委託業務契約書第52条に基づく損害賠償請求等に関する協議を行うこととする。

９．設計図書の作成における特記事項は別紙2-1、2-2による。

・建築基準法第18条第２項の規定による計画通知、三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例に基
づく通知書等その他工事に必要な諸管署への手続きは、受託者において行うものとする。なお、計画通知の
申請にかかる、初回の申請手数料については、委託者の負担とする。ただし、申請内容の不備等により再申
請が必要となった場合の手数料は、受託者の負担とする。なお、申請までを委託工期内に行うものとし、申請
に伴う指摘事項の修正、確認済証の交付については受託者の責任において行うこと。
中高層条例における標識看板の作成、設置及び設置報告書等の届出は、受託者負担にて行うこととする。

１．設計図書は設計業務の完了後も受託者において改変することなく管理するものとする。

２．受託者は設計業務終了後も、設計図書の疑義等必要が生じた場合は随時委託者との協議に応じるもの
とする。

（注２）添付された既設図面については、改修等により現況と一致しないことがあるため、現地調査を行うこ
と。

４．特記仕様書に記載されていない材料等を採用する場合は、事前に監督職員の承諾を得ること。



別表１－１　　成果品一覧　　（○印を適用する） 中央老人福祉センター

提出

部数

　 建築計画概要書

○ 令和　3年　9月  1日

　 設備設計概要書

既設図

○ 建築設計図

○ 電気設備設計図

○ 機械設備設計図

○ 外構図  実施設計図

　

　

令和　4年　2月　28日

　 構造計算書

　 山留構造計算書

　 設備設計計算書

○ 積算数量算出書

○ 積算数量調書

○ 概算工事費 １部 令和　3年　9月　 6日

　 建設計画概要書 令和　　年　　月　　日

　 透視図 令和　　年　　月　　日

模型

　

○ アスベスト調査箇所報告書 令和　3年　 7月　30日

成　果　品 提　出　期　限 形　　態

基
本
設
計

各１部

各　部

計画通知関係図書の
申請・届出

適宜 令和　　年　　月　　日
申請・届出等に係る修正等の期
間を含む。

共
通

各１部

別表２-１による

各１部 別表２-１による

積算数量調書の作成は、営繕積
算ｼｽﾃﾑＲＩＢＣ２（一般財団法人建
築コスト管理システム研究所）に
よること。

概算工事費算出時はＲＩＢＣ２以外
の使用も可とする。

各　部

実
施
設
計

各１部

別表２-１による

A3白焼き及びPDF

別表２-１による

最終成果品
トレーシングペーパー原図1部

各　部

改修計画図

別表２-１による

（注７）アスベスト調査箇所報告書は、監督職員と協議の上、アスベスト含有の可能性のある箇所について、平面図及
び写真等にて報告すること。

(注1)設計図及び積算内訳書等でＯＡ化されたものは、元データ形式以外にPDF形式も合わせてCD-ROM等 に保存し
提出すること。

(注2）設計図は、ＣＡＤ入力を原則とする。なお、原則として市使用のCADデータ形式に変換可能なCADソフトを使用す
ること。（他の形式から変換した場合は、元データと比較して文字、線種、寸法及び縮尺等に誤りがないことを確認す
ること。なお、誤りがあった場合は監督職員の指示により受託者は修正を行うこと。）

(注3)提出期限は監督職員の確認及びそれに伴う内容訂正など設計内容の精査が終了した状態で提出する期限とす
る。なお、監督職員の内容確認に必要な期間は、原則５営業日とする。（ただし、その期間は事前に監督職員と協議し
決定することができる。）
（注４）設計を行ううえで必要な納まり、仕上等の打合せは、受託者が必要に応じて、監督職員に適宜申し出を行うこ
と。なお、打合せが行われずに設計図が提出された場合は、受託者は監督職員の指示により、修正、図面の追加を
行うこと。

（注５）見積書においては、原本（印入り、日付あり）を提出すること。また、見積条件は図面及び各社整合しているか
十分確認すること。なお、見積書は原則３社以上取り、比較検討すること。

（注６）提出された成果物については、施工図の作成等のため当該施設に係る工事の受注業者に貸与し、使用するこ
とがあります。

基本設計図(空調熱源方式比較)



中央老人福祉センター

〇 特記仕様書（市の様式による）

　 仕様概要表

〇 仕上表

　 面積表及び求積図

〇 敷地案内図

〇 配置図

〇 平面図（各階）

〇 断面図

〇 立面図（各面）

〇 矩計図

〇 展開図

〇 天井伏図

〇 平面詳細図

〇 断面詳細図

〇 部分詳細図

〇 建具表

〇 外構図

　 計画通知書

　 防災計画図書

　 省エネルギー関係計算書

　 日影図

　 模型

　 透視図

〇 各種技術資料

　

　

　 構造設計図

（１）伏図

　 （２）軸組図

（３）各部断面図

　 （４）標準詳細図

（５）各部詳細図

　 構造計算書

　 仕様書

　 各種技術資料

　

　

〇 建築工事積算数量算出書

〇 建築工事積算数量調書

　

　

○を作成し提出すること。

尚、作成にあたっては、既存建築物等の現地調査を十分行うこと。

別表２－１

成　果　物 備考 （提出期限）

既設図 改修計画図 実施設計図

令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和3年11月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和3年11月1日 令和4年1月14日

実
　
施
　
設
　
計

建
築
（

意
匠
）

令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和3年11月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和3年11月1日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和3年11月1日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

建
築
（

構
造
）

積
算

令和4年2月14日

令和4年2月14日

適宜 適宜 適宜



中央老人福祉センター

〇 特記仕様書（市の仕様による）

敷地案内図

配置図

〇 電灯設備図

〇 動力設備図

〇 受変電設備図

自家発電設備図

避雷設備図

〇 構内交換設備図

〇 構内情報通信網設備図

〇 電気時計拡声設備図

〇 インターホン設備図

〇 テレビ共同受信設備図

〇 火災報知設備図

中央監視制御設備図

〇 防犯設備図

〇 構内配線経路図

構内通信経路図

計画通知書

防災計画書

省エネルギー関係計算書

〇 各種技術資料

〇 各種計算書

〇 電気設備工事積算数量算出書

〇 電気設備工事積算数量調書

　

　

○を作成し提出すること。

尚、作成にあたっては、既存建築物等の現地調査を十分行うこと。

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日令和3年11月1日

積
算

令和4年2月14日

実
　
施
　
設
　
計

電
気

適宜

適宜

令和3年9月1日

成　果　物 備考 （提出期限）

既設図 改修計画図 実施設計図

令和4年1月14日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和4年2月14日



中央老人福祉センター

〇 特記仕様書（市の仕様による）

敷地案内図

配置図

〇 機器表

〇 空気調和設備図

〇 換気設備図

排煙設備図

〇 衛生器具設備図

〇 給水設備図

〇 排水設備図

〇 給湯設備図

消火設備図

厨房機器設備図

〇 ガス設備図

焼却炉設備図

屎尿浄化槽設備図

ごみ処理設備図

さく井設備図

自動制御設備図

昇降機設備図

搬送機設備図

特殊設備図

屋外設備図

計画通知書

防災計画書

省エネルギー関係計算書

〇 各種技術資料

〇 各種計算書

〇 機械設備工事積算数量算出書

〇 機械設備工事積算数量調書

　

　

○を作成し提出すること。

尚、作成にあたっては、既存建築物等の現地調査を十分行うこと。

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

積
算

令和4年2月14日

令和4年2月14日

成　果　物 備考 （提出期限）

既設図 改修計画図 実施設計図

実
　
施
　
設
　
計

機
械

令和4年1月14日

適宜

適宜

令和3年11月1日

令和3年9月1日 令和4年1月14日

令和3年9月1日 令和4年1月14日



別表１－２　成果品一覧　　（○印を適用する） 四日市市勤労者・市民交流センター

提出

部数

　 建築計画概要書

　 基本設計図 令和　　年　　月　　日

　 設備設計概要書

既設図

○ 建築設計図

○ 電気設備設計図

○ 機械設備設計図

　 外構図  実施設計図

　

　

令和　4年　2月　28日

　 構造計算書

　 山留構造計算書

　 設備設計計算書

○ 積算数量算出書

○ 積算数量調書

○ 概算工事費 １部 令和　2年　9月　 6日

　 建設計画概要書 令和　　年　　月　　日

　 透視図 令和　　年　　月　　日

模型

　

○ アスベスト調査箇所報告書 令和　2年　 7月　30日

成　果　品 提　出　期　限 形　　態

基
本
設
計

各　部

各　部

別表２-２による

改修計画図

計画通知関係図書の
申請・届出

適宜 令和　　年　　月　　日
申請・届出等に係る修正等の期
間を含む。

共
通

各１部

別表２-２による

各１部 別表２-２による

積算数量調書の作成は、営繕積
算ｼｽﾃﾑＲＩＢＣ２（一般財団法人建
築コスト管理システム研究所）に
よること。

概算工事費算出時はＲＩＢＣ２以外
の使用も可とする。

各　部

実
施
設
計

各１部

別表２-２による

A3白焼き及びPDF

別表２-２による

最終成果品
トレーシングペーパー原図1部

各　部

（注７）アスベスト調査箇所報告書は、監督職員と協議の上、アスベスト含有の可能性のある箇所について、平面図及
び写真等にて報告すること。

(注1)設計図及び積算内訳書等でＯＡ化されたものは、元データ形式以外にPDF形式も合わせてCD-ROM等 に保存し
提出すること。

(注2）設計図は、ＣＡＤ入力を原則とする。なお、原則として市使用のCADデータ形式に変換可能なCADソフトを使用す
ること。（他の形式から変換した場合は、元データと比較して文字、線種、寸法及び縮尺等に誤りがないことを確認す
ること。なお、誤りがあった場合は監督職員の指示により受託者は修正を行うこと。）

(注3)提出期限は監督職員の確認及びそれに伴う内容訂正など設計内容の精査が終了した状態で提出する期限とす
る。なお、監督職員の内容確認に必要な期間は、原則５営業日とする。（ただし、その期間は事前に監督職員と協議し
決定することができる。）
（注４）設計を行ううえで必要な納まり、仕上等の打合せは、受託者が必要に応じて、監督職員に適宜申し出を行うこ
と。なお、打合せが行われずに設計図が提出された場合は、受託者は監督職員の指示により、修正、図面の追加を
行うこと。

（注５）見積書においては、原本（印入り、日付あり）を提出すること。また、見積条件は図面及び各社整合しているか
十分確認すること。なお、見積書は原則３社以上取り、比較検討すること。

（注６）提出された成果物については、施工図の作成等のため当該施設に係る工事の受注業者に貸与し、使用するこ
とがあります。



四日市市勤労者・市民交流センター

〇 特記仕様書（市の様式による）

　 仕様概要表

〇 仕上表

　 面積表及び求積図

〇 敷地案内図

〇 配置図

〇 平面図（各階）

〇 断面図

〇 立面図（各面）

〇 矩計図

〇 展開図

〇 天井伏図

〇 平面詳細図

〇 断面詳細図

〇 部分詳細図

〇 建具表

外構図

　 計画通知書

　 防災計画図書

　 省エネルギー関係計算書

　 日影図

　 模型

　 透視図

　 各種技術資料

　

　

　 構造設計図

〇 （１）伏図

（２）軸組図

〇 （３）各部断面図

（４）標準詳細図

〇 （５）各部詳細図

構造計算書

仕様書

各種技術資料

　

　

〇 建築工事積算数量算出書

〇 建築工事積算数量調書

　

　

○を作成し提出すること。

尚、作成にあたっては、既存建築物等の現地調査を十分行うこと。

別表２－２

成　果　物 備考 （提出期限）

既設図 改修計画図 実施設計図

実
　
施
　
設
　
計

建
築
（

意
匠
）

令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和3年10月1日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和3年10月1日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和3年10月1日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

令和4年1月14日

積
算

令和4年2月14日

令和4年2月14日

建
築
（

構
造
）

令和4年1月14日

令和4年1月14日



四日市市勤労者・市民交流センター

〇 特記仕様書（市の仕様による）

敷地案内図

配置図

〇 電灯設備図

〇 動力設備図

受変電設備図

自家発電設備図

避雷設備図

構内交換設備図

構内情報通信網設備図

〇 電気時計拡声設備図

〇 インターホン設備図

テレビ共同受信設備図

〇 火災報知設備図

中央監視制御設備図

〇 防犯設備図

構内配線経路図

構内通信経路図

計画通知書

防災計画書

省エネルギー関係計算書

〇 各種技術資料

〇 各種計算書

〇 電気設備工事積算数量算出書

〇 電気設備工事積算数量調書

　

　

○を作成し提出すること。

尚、作成にあたっては、既存建築物等の現地調査を十分行うこと。

令和3年8月16日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和4年1月14日

成　果　物 備考 （提出期限）

既設図 改修計画図 実施設計図

実
　
施
　
設
　
計

電
気

令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

適宜

積
算

令和4年2月14日

令和4年2月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

適宜



四日市市勤労者・市民交流センター

〇 特記仕様書（市の仕様による）

敷地案内図

配置図

〇 機器表

〇 空気調和設備図

〇 換気設備図

排煙設備図

〇 衛生器具設備図

〇 給水設備図

〇 排水設備図

給湯設備図

消火設備図

厨房機器設備図

ガス設備図

焼却炉設備図

屎尿浄化槽設備図

ごみ処理設備図

さく井設備図

〇 自動制御設備図

昇降機設備図

搬送機設備図

特殊設備図

屋外設備図

計画通知書

防災計画書

省エネルギー関係計算書

〇 各種技術資料

〇 各種計算書

〇 機械設備工事積算数量算出書

〇 機械設備工事積算数量調書

　

　

○を作成し提出すること。

尚、作成にあたっては、既存建築物等の現地調査を十分行うこと。

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

成　果　物 備考 （提出期限）

既設図 改修計画図 実施設計図

実
　
施
　
設
　
計

機
械

令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日

適宜

適宜

積
算

令和4年2月14日

令和4年2月14日

令和3年8月16日 令和4年1月14日



＜共通＞

・官庁施設の基本的性能基準

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準

・官庁施設の総合耐震診断・改修基準

・官庁施設の環境保全性基準

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準

・ユニバーサルデザインのまちづくり施設　整備マニュアル(三重県)

・四日市市景観計画（Ｈ２０）

・建築物解体工事共通仕様書・同解説

・公共建築工事積算基準

・公共建築工事標準単価積算基準

・公共建築工事共通費積算基準

・公共建築設計業務委託共通仕様書

・官庁施設の設計業務等積算基準・同要領

＜建築＞ ＜建築積算＞

・建築工事設計図書作成基準 ・公共建築数量積算基準

・公共建築工事標準仕様書 ・建築工事内訳書（市指定の様式）

・公共建築改修工事標準仕様書

・公共建築木造工事標準仕様書

・敷地調査共通仕様書

・建築設計基準

・建築設計基準の資料

・建築構造設計基準

・建築構造設計基準の資料

・木造計画・設計基準

・木造計画・設計基準の資料

・構内舗装・排水設計基準

・構内舗装・排水設計基準の資料

・建築工事標準詳細図

＜建築設備＞ ＜建築設備積算＞

・建築設備工事設計図書作成基準 ・公共建築設備数量積算基準

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） ・建築設備工事内訳書（市指定の様式）

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）

・建築設備計画基準

・建築設備設計基準

・雨水利用・排水再利用設備計画基準

・建築設備耐震設計・施工指針

・建築設備設計計算書作成の手引き

※上記基準等の改訂年度については、最新のものを採用すること。

別紙１

○本業務について、受託者は、業務の対象である施設の設計内容及び業務の実施内容が以下に揚げる技術基準等
に適合するよう業務を実施すること。



別紙２－１ 

中央老人福祉センター改修工事ほか設計業務委託 

 

１．業務概要 

本設計業務委託は、下記工事の実施設計を行うものである。 

(1)中央老人福祉センター改修工事 

(2)中央老人福祉センター外壁・屋上防水修繕工事 

 

 

２．対象箇所   ※対象範囲は別紙 3-1 による 

(1)中央老人福祉センター改修工事 

（RC造・2階建・延べ床面積約 1,069 ㎡） 

内部改修(各部屋改修、トイレ改修、手摺設置、2階スロープ新設) 

外構改修（中庭改修、フェンス新設) 

照明ＬＥＤ化 

空調設備更新（熱源方式検討含む） 

キュービクル更新 

汚水用水中ポンプ更新（制御盤共） 

上記に伴う建築電気設備工事一式、建築機械設備工事一式 

 

(2)中央老人福祉センター外壁・屋上防水修繕工事 

（RC 造・2階建・延べ床面積約 1,069 ㎡） 

 外壁改修 

 屋上防水改修 

  

 

３．改修方法の検討における条件 

①一般事項 

・工期短縮、施工性の向上、コスト縮減を図ること。 

・別途貸与する既設設計図面等を参考に、十分現地調査を行い、既設図面を作成す

ること。なお、打ち込み配管を除き、設備配管、照明器具等、天井内・壁内配管

も既存点検口を利用し調査したうえで、設計すること。 

・仮設計画については、実行可能な計画を施設管理者等と調整のうえ作成すること。

（工事進入口、車両進入経路、工事ヤード、足場、作業員の安全対策、施設利用

者の安全対策、仮設電源水道等） 

・足場の設置が困難な場所や特別な対応が必要な場合は、専門業者への聞き取りを  



行い、議事録を提出のうえ監督職員と協議し、設計にあたること。 

・仮設計画は、「建築工事公衆災害防止対策要綱 建築工事編」等の関係法令を厳守

して計画すること。 

・現地調査による写真を提出すること 

・内装(床、壁、天井、各部状況、設備機器類、その他設計上必要な状況) 

・外部(全景、出隅入隅形状、建具状況、その他設計上必要な状況) 

また、提出時期は既設図の提出時期にあわせること。 

・近隣住民の安全を十分に考慮した仮設計画を行うこと。 

・配管や配線、空調室外機、アンテナ等建築設備が施工時に影響する場合は、対応

方法を明確にすると共に、必要な経費を精査すること。 

・改修箇所について、アスベストの含有が見込まれる箇所について、早急に図面及

び写真にて報告すること。なお、分析調査が必要な場合は別途委託者側で行う。 

・内外装材について、委託者側が行ったアスベスト含有調査の結果において、アス

ベストの含有が確認されたものは、解体及び処分方法の検討を行うこと。 

・関係法令の手続きが必要な場合は、特記仕様書 施工条件に明示すること。 

・概算工事費を算出する際に改修計画を行い、既設図と改修計画を合わせて概算工

事費を算出すること。 

・近隣施設の工事が同時期にあり、施設利用者等に配慮した計画とし、施工条件に

必要な事項を明示すること。 

 

 ②改修工事について 

(1)中央老人福祉センター改修工事 

 【建築工事】 

   ・男子更衣室と廊下間の壁を撤去し、大部屋化する。 

   ・女子更衣室と廊下間の壁を撤去し、機能回復訓練室とともに大部屋化する。 

   ・男子浴室を休憩コーナーに改修する。 

   ・女子浴室を健康指導コーナーに改修する。 

   ・1 階男子更衣室前のトイレを男女更衣室に改修する。 

   ・機械室を会議室に改修し、可動間仕切りで 2 部屋に分けれるようにする。 

   ・軽食堂の扉は引き戸に取替えとする。 

   ・調理室と管理人室間の壁を撤去し、調理室を大部屋化する。 

   ・1 階、2 階トイレを全面改修する。(バリアフリー化、ドライ化、洋式化、内装改修) 

   ・大広間の扉を引き戸に取替え、スロープ、下駄箱を設置する。 

   ・大広間の舞台を撤去し一部を男女更衣室に改修する。 

   ・茶室、娯楽談話室の畳は張替えとし、軽食堂、囲碁・将棋室の畳は撤去の上フロ

ーリング新設とし置き畳を設置する。 



   ・全フロアのカーペット敷き床は塩ビシートに張替えとする。 

・壁はクロス張替え及び塗替えとする。(ホール兼ロビー、倉庫、娯楽談話室及び茶

室は除く) 

・天井は張替え及び塗替えとする。(ホール兼ロビー、事務室、館長室、倉庫、玄関、

娯楽談話室及び茶室は除く) 

   ・既存の給湯設備(ボイラー、地下重油タンク)を撤去する。 

   ・施設内のバリアフリー化(手すり、スロープ設置)を行う。 

   ・中庭を菜園に改修する。 

   ・外周にフェンスを新設する。 

   【電気設備、機械設備】 

   ・記載がない配管配線機器は原則流用とする。ただし、建築工事にて天井、床、壁

等を更新する箇所又はレイアウト変更に伴う改修がある箇所については監督職員

と協議の上決定する。 

   ・照明器具は工事対象エリア外も含め LED へ更新する （原則スイッチ共) 。なお、

LED 化されているものは原則対象外とする。 

・照度分布、照度計算書を提出すること。 

・建築工事に伴う配管、配線、機器等の脱着・更新・新設を行うこと。 

・部屋の用途を変更する部分は、原則すべて新設とする。 

・空調設備は熱源及び方式比較を行い更新とする。 

・弱電設備で一部を更新することで接続されている機器に影響を及ぼすものについ

ては、工事エリア外でも必要に応じて接続されている機器の更新を行うこと。 

・屋上防水及び外壁改修部は、必要に応じ不要物撤去及びケーブル等の保護を行う

こと。 

・キュービクル更新に伴う高圧ケーブル及びＳＯＧの更新は現場調査の上監督職員

と協議し決定する。 

・汚水用水中ポンプ更新の詳細な範囲は現場調査の上監督職員と協議し決定する。 

 

 

(2)中央老人福祉センター外壁・屋上防水修繕工事 

(防水改修) 

・防水改修工法の選定は、原則、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事）平成 31

年度版 ３章に掲げる工法とする。 

・既存防水の現状把握及び改修工法選定に関する検討書（以下、検討書）を作成し

提出すること。 

・検討書は、改修工法の比較検討を行い、最適の工法決定理由を明確にすること。 

・決定した工法は、材料メーカー及び施工業者による１０年間保証が適用される工



法であること。 

・同様の工法において、２社以上の材料メーカーが適用できること。（検討書の工法

に対して、他社材料でも同等性能の工法が可能であることを確認すること） 

・改修用ドレンは原則銅製とし、アルミドレンキャップ付とすること。（材料メーカ

ーの仕様等により銅製以外とする場合は、監督職員と協議すること） 

・配管や配線、空調室外機、アンテナなど建築設備が施工時に影響する場合は、対

応方法を明確にすると共に、必要な経費を精査すること。 

・断熱材を使用する工法については、原則厚みを３５㎜とすること。 

(外壁改修) 

・外壁改修の工法の選定は、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事）平成 31 年度

版 ４章に掲げる工法とし、今回改修後の仕上塗材は「可とう形改修用塗材塗り

Ｅ(※可とう形改修塗材 E)」とする。 

・軒裏、見上げ面の仕上塗材は、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事）平成 31

年度版 ７章に掲げる「アクリル樹脂系非水分散形塗料（ＮＡＤ）」とする。ただ

し、当該改修部分がアスベスト含有成形板である場合は下地調整を RC 種とし、研

磨紙ずりに替えて清掃を行うこととする。 

・外壁面の調査並びに改修工法の種類は以下のとおり行うこと。なお、設計図面と

は別に、調査報告図面を作成すること。 

1)クラック 

調査は、地上からの目視（双眼鏡の使用など）により行うこと。 

クラック幅は「a：０．２ｍｍから１．０ｍｍ」と「b：１．０ｍｍ以上」に区分

し、補修方法は、原則、a は自動式低圧エポキシ樹脂注入工法、b はＵカットシー

ル材充填工法とする。 

   2)浮き 

    調査は、地上から調査可能な範囲で、打診により行うこと。 

    浮き部の補修は、原則、アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法とするこ

と。 

   3)欠損 

調査は、地上からの目視（双眼鏡の使用など）により行うこと。 

欠損部の補修は、エポキシ樹脂モルタル充てん工法とする。 

・外壁に面する建具（アルミ、鋼製、木製など）廻りのシーリングを打替える計画

とすること（建具表を作成するなど施工内容を明確にすること）。ただし、現地調

査の上、施工困難であると判断した場合は監督職員と協議の上、打替えなしとす

る。 

・外壁面の配管、設備関係ＢＯＸ、換気フードについても塗替えの対象とする。 

・配管や配線、空調室外機、アンテナなど建築設備が施工時に影響する場合は、対



応方法を明確にすると共に、必要な経費を精査すること。 

・外部に面する照明器具を交換する場合は、原則としてＬＥＤとする。 

 

 

４．積算について 

① 積算数量算出調書 

・調書の書式や作成要領について、事前に監督職員と協議し指示に従うこと。 

・アスベスト含有建材の数量は、その他の廃材とは別項目にて計上すること。 

・数量積算の漏れ、重複の防止と監督職員の確認作業を迅速にするため、設計図に番

号や色わけをした積算案内図を作成すること。 

 

② 積算数量調書 

・調書の作成は、ＲＩＢＣ２により行うこと。なお、基本的な構成については、別途

監督職員と協議のうえ決定すること。 

・ＲＩＢＣ２は受託者の負担により、期限付きライセンスを取得すること。なお、ラ

イセンス期間は最小限となるよう業務を実施し、延期等が発生した場合の料金は、

原則、受託者の負担とする。 

・ＲＩＢＣ２による調書の作成要領等については、事前に監督職員と協議し指示に従

うこと。 

 

③ 見積りについて 

・見積りは原則３社以上とする 

・見積りの宛名は「四日市市長」とすること 

・見積り依頼する場合は、見積り項目設計書を作成して依頼するなど、提出された見

積り内容が同様の仕様であり、比較ができるようにすること。 

・見積り比較表及び見積り業者リストを作成すること。 

・見積り調整率については監督職員と協議のうえ決定すること。なお、特殊な工事等

に関しては市場状況を調査のうえ適切な調整率を提案すること。 

・専門工事業者に見積りする場合は、原則、その工事を直接受注した実績があること。

総合建設業主体の業者による見積りは不可とする。 

・法定福利費は別途一式で計上するのではなく、各項目に含むよう指示すること。 

・材工共の見積りを取ること。 

・荷揚費がある場合は、分けて見積りを取ること。 

５. 申請手続き等について 

・景観法及び四日市市景観条例に基づく届け出を行うこと。 

・建設リサイクル法に基づく届け出を行うこと。 



別紙２－２ 

四日市市勤労者・市民交流センター改修工事ほか設計業務委託 

 
１． 業務概要 

本設計業務委託は、下記工事の実施設計を行うものである。 

(1) 勤労者・市民交流センター本館多目的ホール吊天井崩落対策工事 

多目的ホールの天井について安全性確保のための改修工事の実施設計を行うものであ

る。併せて、同時改修が必要となる照明等の実施設計を行う。 

(2)勤労者・市民交流センター東館トイレ改修工事 

(3)勤労者・市民交流センター本館・東館外壁更新工事 

(4)勤労者・市民交流センター本館空調設備更新工事 

 

２． 対象箇所  ※対象範囲は別紙３－２による 

勤労者・市民交流センター 本館：ＲＣ造・２階建て、延べ床面積 約１，２３３㎡ 

東館：ＲＣ造・３階建て、延べ床面積 約１，３３４㎡ 

 

(1) 勤労者・市民交流センター本館多目的ホール吊天井崩落対策工事 

 多目的ホール吊天井崩落対策（対象範囲：約４４５㎡） 

 上記に伴う既存の耐震性確認、建築電気設備工事・建築機械設備工事一式 

（更新等も含む） 

(2) 勤労者・市民交流センター東館トイレ改修工事 

  １～３階の男女便所及び１階多目的便所を改修 

（ドライ化、洋式化、照明ＬＥＤ化） 

  上記に伴う建築電気設備工事、建築機械設備工事 

(3) 勤労者・市民交流センター本館・東館外壁更新工事 

外壁改修 

(4) 勤労者・市民交流センター本館空調設備更新工事 

本館空調設備の更新（エアハンドリングユニット１台、環気ファン１台） 

３． 改修方法の検討における条件 

① 一般事項 

・ 工期短縮、施工性の向上、コスト縮減を図ること。 

・ 別途貸与する既設設計図面等を参考に、十分現地調査を行い、既設図面を作成すること。な

お、打ちこみ配管を除き、設備配管、照明器具など、天井内・壁内配管も既存点検口を利用し

調査したうえで、設計すること。 

・ 仮設計画については、実行可能な計画を監督職員と調整のうえ作成すること。（工事進入口、

車両進入経路、工事ヤード、足場、作業員の安全対策、施設利用者の安全対策、仮設電源水道

など） 

・ 足場の設置が困難な場所や特別な対応が必要な場合は、専門業者への聞き取りを行い、議事録

を提出のうえ監督職員と協議し、設計にあたること。 

・ 施設利用者用通路などの仮設計画は、「建築工事公衆災害防止対策要綱 建築工事編」等の関



係法令を厳守して計画すること。 

・ 現地調査による写真を提出すること 

 内装（床、壁、天井、各部状況、設備機器類、その他設計上必要な状況） 

 外部（全景、出隅入隅形状、建具状況、その他設計上必要な状況） 

また、提出時期は既設図の提出時期にあわせること。 

・ 施設を利用しながらの工事であるため、利用者等に配慮した工法、仮設計画、工事スケジュー

ルを施設管理者・監督職員と協議して決定すること。 

・ 配管や配線、空調室外機、アンテナなど建築設備が施工時に影響する場合は、対応方法を明確

にすると共に、必要な経費を精査すること。 

・ 改修箇所について、アスベストの含有が見込まれる箇所について、早急に図面及び写真にて報

告すること。なお、分析調査が必要な場合は別途、委託者側で行う。 

・ 内外装材等について、委託者側が行ったアスベスト含有調査の結果において、アスベストの含

有が確認されたものは、解体及び処分方法の検討を行うこと。 

・ 関係法令の手続きが必要な場合は、特記仕様書 施工条件に明示すること。 

・ 概算工事費を算出する際に改修計画を行い、既設図と改修計画を合わせて概算工事費を算出す

ること。 

・ 近隣施設の工事が同時期にあり、施設利用者等に配慮した計画とし、施工条件に必要な事項を

明示すること。 

 

② 改修工事について 

(1) 勤労者・市民交流センター本館多目的ホール吊天井崩落対策工事 

  【天井崩落対策】 

・ 天井撤去し、結露防止等の改修方法の選定を行うこと。 

・ 天井施工状況を調査し、各法令・基準に照らし合わせ、安全性・適切性などを検討する。 

・ 多目的ホールの天井改修に伴い、既存構造に対する影響を検討すること。 

・ 検討書を提出の上、監督職員承諾後に詳細設計を行うこと。 

 

【電気設備・機械設備】 

・ 設備機器・配管について、劣化状態や耐用年数などを、竣工図書、修繕記録、現地調査（設備

機器は目視を主体として動作確認）によって確認すること。 

・ 多目的ホールの天井状況を調査し、各法令、基準等に照らし合せ、安全性、適切性などの検討

を行い、設計を行うこと。 

・ 照明設備、放送設備、火災報知設備、空調換気設備など改修工事に係わる設備について必要に

応じて更新を行うこと。 

・ 上記設備の配管配線ダクトの状態を確認し更新を行うこと。 

・ 照明器具は原則ＬＥＤ器具へ更新すること。 

・ 設備の更新に伴い各種工法等、必要に応じて比較検討を行うこと。 

・ 設備機器の更新において、室内環境が現状と同等以上となるよう計画すること。 

 

 



(2)勤労者・市民交流センター東館便所改修工事 

  【配管改修】 

・ 給水管、排水管、通気管の縦管、枝管（便所と同系統のその他配管も含む）を更新すること。 

・ 施工性を十分考慮した工法を検討し提案すること。 

 

【便所改修】 

・ 各改修計画については、改修計画図の提出期限までに平面詳細図等を用いて監督職員と協議

し、方針を決定の上、設計を進めること。 

・ ドライ化、洋式化、壁塗替え、天井張替え(下地共)等の全面改修を行う。 

・ 改修前後で固定荷重の増減が極力生じないよう計画し、荷重検討書を提出の上、監督職員承諾

後に詳細設計を行うこと。 

・ 洋便器は、暖房機能付き温水洗浄便座とする。 

・ 照明は、全てＬＥＤ化とする。 

 

【工事順序、工事スケジュールについて】 

・ 給水、排水は常時使用できるよう計画すること。（休館日除く） 

・ 原則、停電工事の無い計画とすること。（休館日除く） 

 

(3) 勤労者・市民交流センター本館・東館外壁更新工事 

・ タイル面は水洗いとする。 

・ タイル壁の剥落対策工事の工法比較検討書を作成し提出すること。 

・ 外壁改修の工法の選定は、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事）平成３１年度版４章に掲

げる工法とし、今回改修後の仕上塗材は「可とう形改修用塗材塗りＥ(※可とう形改修塗材

E)」とする。 

・ 軒裏、見上げ面の仕上塗材は、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事）平成３１年度版７章

に掲げる「アクリル樹脂系非水分散形塗料（ＮＡＤ）」とする。ただし、当該改修部分がアス

ベスト含有成形板である場合は下地調整を RC 種とし、研磨紙ずりに替えて清掃を行うことと

する。 

・ 外壁面の調査並びに改修工法の種類は以下のとおり行うこと。なお、設計図面とは別に、調査

報告図面を作成すること。 

1) クラック 

調査は、地上からの目視（双眼鏡の使用など）により行うこと。 

クラック幅は「a：０．２ｍｍから１．０ｍｍ」と「b：１．０ｍｍ以上」に区分し、

補修方法は、原則、a は自動式低圧エポキシ樹脂注入工法、b はＵカットシール材充填

工法とする。 

2) 浮き 

調査は、地上から調査可能な範囲で、打診により行うこと。 

浮き部の補修は、原則、アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法とすること。 

3) 欠損 

調査は、地上からの目視（双眼鏡の使用など）により行うこと。 



欠損部の補修は、エポキシ樹脂モルタル充てん工法とする。 

・ 外壁に面する建具（アルミ、鋼製、木製など）廻りのシーリングを打替える計画とすること

（建具表を作成するなど施工内容を明確にすること）。ただし、現地調査の上、施工困難であ

ると判断した場合は監督職員と協議の上、打替えなしとする。 

・ 外壁面の配管、設備関係ＢＯＸ、換気フードについても塗替えの対象とする。 

・ 外部に面する照明器具を交換する場合は、原則としてＬＥＤとする。 

・ 両館、出入口に設置してある外灯をＬＥＤ器具へ更新すること。（４か所） 

 

(4) 勤労者・市民交流センター本館空調設備更新工事 

・エアハンドリングユニット１台の更新 

・環気ファン１台の更新 

・現場調査確認の上、詳細は再調整すること。 

 

４． 積算について 

① 積算数量算出調書 

・ 調書の書式や作成要領について、事前に監督職員と協議し指示に従うこと。 

・ アスベスト含有建材の数量は、その他の廃材とは別項目にて計上すること。 

・ 数量積算の漏れ、重複の防止と監督職員の確認作業を迅速にするため、設計図に番号や色わけ

をした積算案内図を作成すること。 

② 積算数量調書 

・ 調書の作成は、ＲＩＢＣ２により行うこと。なお、基本的な構成については、別途監督職員と

協議のうえ決定すること。 

・ ＲＩＢＣ２は受託者の負担により、期限付きライセンスを取得すること。なお、ライセンス期

間は最小限となるよう業務を実施し、延期等が発生した場合の料金は、原則、受託者の負担と

する。 

・ ＲＩＢＣ２による調書の作成要領等については、事前に監督職員と協議し指示に従うこと。 

③ 見積りについて 

・ 見積りは原則３社以上とする 

・ 見積りの宛名は「四日市市長」とすること 

・ 見積り依頼する場合は、見積り項目設計書を作成して依頼するなど、提出された見積り内容が

同様の仕様であり、比較ができるようにすること。 

・ 見積り比較表および見積り業者リストを作成すること。 

・ 見積り調整率については監督職員と協議のうえ決定すること。なお、特殊な工事等に関しては

市場状況を調査のうえ適切な調整率を提案すること。 

・ 専門工事業者に見積りする場合は、原則、その工事を直接受注した実績があること。総合建設

業主体の業者による見積りは不可とする。 

・ 法定福利費は別途１式で計上するのではなく、各項目に含むよう指示すること。 

・ 材工共の見積りを取ること。 

・ 荷揚費がある場合は、分けて見積りを取ること。 

 



 

５． 申請手続き等について 

 景観法及び四日市市景観条例に基づく届け出を行うこと。 

 建設リサイクル法に基づく届け出を行うこと。 
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四日市市建築設計業務委託共通仕様書 

第１章 総則 

１．１ 適用 

１．本共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、建築設計業務(建築意匠、建築構造、電気設備、

機械設備の設計業務及び積算業務をいうものとし、以下「設計業務」という｡）の委託に適用す

る。 

２．設計仕様書は、相互に補完するものとする。ただし、設計仕様書の間に相違がある場合、設計

仕様書の優先順位は、次の(1)から(４)の順序のとおりとする。 

(１) 質問回答書 

(２) 現場説明書 

(３) 特記仕様書 

(４) 共通仕様書 

３．受託者は、前項の規定により難い場合又は設計仕様書に明示のない場合若しくは疑義を生じ

た場合には、監督職員と協議するものとする。 

１．２ 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

 

１．「委託者」とは、四日市市長をいう。 

２．「受託者」とは、設計業務の実施に関し、委託者と契約を締結した個人若しくは会社その他の

法人をいう。 

３．「監督職員」とは、契約図書に定められた範囲内において受託者又は管理技術者に対する指

示、承諾又は協議等の職務を行う者で、契約書第９条に規定する者をいう。 

４．「検査員」とは、設計業務の完了の確認、部分払の請求に係る既履行部分の確認及び部分引

渡しの指定部分に係る業務の完了の確認を行う者で、契約書第32条第2項の規定に基づき、委

託者が定めた者をいう。 

５．「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び総括等を行う者で、契約書第10条第

１項の規定に基づき、受託者が定めた者をいう。 

６．「契約図書」とは、契約書及び設計仕様書をいう。 

７．「設計仕様書」とは、質問回答書、現場説明書、特記仕様書及び共通仕様書をいう。 

８．「質問回答書」とは、特記仕様書、共通仕様書及び現場説明書並びに現場説明に関する入札

等参加者からの質問書に対して、委託者が回答した書面をいう。 

９．「現場説明書」とは、設計業務の入札等に参加する者に対して、委託者が当該設計業務の契

約条件を説明するための書面をいう。 

10．「特記仕様書」とは、設計業務の実施に関する明細又は特別な事項を定める図書をいう。 

11．「共通仕様書」とは、設計業務に共通する事項を定める図書をいう。 

12. 「特記」とは、１．１の２．の（１）から（3）に指定された事項をいう。 

13．「指示」とは、監督職員が受託者に対し、設計業務の遂行上必要な事項について書面をもっ

て示し、実施させることをいう。 

14．「請求」とは、委託者又は受託者が契約内容の履行若しくは変更に関して相手方に書面をもっ

て行為若しくは同意を求めることをいう。 

15．「通知」とは、設計業務に関する事項について、書面をもって知らせることをいう。 



16．「報告」とは、受託者が監督職員に対し、設計業務の遂行に当たって、調査及び検討した事項

について、書面をもって通知することをいう。 

17．「承諾」とは、受託者が監督職員に対し、書面で申し出た設計業務の遂行上必要な事項につ

いて、監督職員が書面により同意することをいう。 

18．「協議」とは、書面により業務を遂行する上で必要な事項について、委託者と受託者が対等の

立場で合議することをいう。 

19．「提出」とは、受託者が委託者又は監督職員に対し、設計業務に係る書面又はその他の資料

を説明し、差し出すことをいう。 

20．「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発効年月日を記載し、署名又は捺印したもの

を有効とする。緊急を有する場合は、ファクシミリ又はEメールにより伝達できるものとするが、後

日有効な書面と差し替えるものとする。 

21．「検査」とは、検査員が契約図書に基づき、設計業務の完了の確認、部分払の請求に係る既

履行部分の確認及び部分引渡しの指定部分に係る業務の完了の確認をすることをいう。 

22．「打合せ」とは、設計業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と監督職員が面談

等により、業務の方針、条件等の疑義を正すことをいう。 

23．「修補」とは、委託者が受託者の負担に帰すべき理由による不良個所を発見した場合に受託

者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

24．「協力者」とは、受託者が設計業務の遂行に当たって、その業務の一部を再委託する者をい

う。 

 

第２章 設計業務の範囲 

設計業務は、一般業務及び追加業務とし、それらの業務内容は次に掲げるところによる。 

 

１．一般業務の内容は、平成31年国土交通省告示第98号(以下「告示」という。)別添一第1項に揚

げるものとし、範囲は特記による。 

２．追加業務の内容及び範囲は特記による。 

 

第３章 業務の実施 

３．１ 業務の着手 

受託者は、設計仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後14日以内に設計業務に着手しなけ

ればならない。この場合において、着手とは、管理技術者が設計業務の実施のため監督職員との打

合せを開始することをいう。 

３．２ 設計方針の策定等 

１．受託者は、業務を実施するに当たり、設計仕様書及び監督職員の指示を基に設計方針の策定

（告示別添一第1項第一号イに揚げる基本設計方針の策定及び第二号イに揚げる実施設計方針

の策定をいう。）を行い、業務当初及び変更の都度、監督職員の承諾を得なければならない。 

２．受託者は、計算書に、計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過程を明示

するものとする。 

３．電子計算機によって計算を行う場合は、プログラムと使用機種について、あらかじめ監督職員

の承諾を得なければならない。 

３．３適用基準等 

１．受託者が、業務を実施するに当たり、適用すべき基準等（以下「適用基準等」という。）は、特記



による。 

２．受託者は、適用基準等により難い特殊な工法、材料、製品等を採用しようとする場合は、あらか

じめ監督職員と協議し、承諾を得なければならない。 

３．適用基準等で市販されているものについては、受託者の負担において備えるものとする。 

３．４ 提出書類 

１．受託者は、委託者が指定した様式により、契約締結後に、関係書類を監督職員を経て、速や

かに委託者に提出しなければならない。ただし、業務委託料に係る請求書、請負代金代理受

領承諾書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の

際指定した書類を除くものとする。 

２．受託者が委託者に提出する書類で様式及び部数が定められていない場合は、受託者におい

て様式を定め、提出するものとする。ただし、委託者がその様式を指示した場合は、これに従わ

なければならない。 

３．５ 業務計画書 

１．受託者は、契約締結後14日以内に業務計画書を作成し、監督職員に提出しなければならな

い。 

２．業務計画書には、契約図書に基づき、次の事項を記載するものとする。 

(1) 業務一般事項 

(2) 業務工程計画 

(3) 業務体制 

(4) 業務方針 

３．受託者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、その都度監

督職員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

４．監督職員が指示した事項については、受託者は更に詳細な業務計画に係る資料を提出しな

ければならない。 

３．６ 守秘義務 

受託者は、契約書の規定に基づき、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはな 

らない。 

３．７ 再委託 

１．受託者は、設計業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を、契約書の

規定により、再委託してはならない。 

２．受託者は、コピー、印刷、製本、計算処理(構造計算、設備設計及び積算を除く)、トレース、資

料整理、模型製作、透視図作成等の簡易な業務を第三者に再委託する場合は、委託者の承諾

を得なくともよいものとする。 

３．受託者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託に当たっては、委託者の承諾を得

なければならない。 

４．受託者は、設計業務を再委託する場合は、委託した業務の内容を記した書面により行うことと

する。なお、協力者については、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札参

加資格停止を受けている期間中である者を選任してはならない。 

５．受託者は、協力者及び協力者が再々委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときは当

該複数の段階の再委託の相手方の住所、氏名及び当該複数の段階の再委託の相手方がそれ

ぞれ行う業務の範囲を記載した書面を更に詳細な業務計画に係る資料として、監督職員に提

出しなければならない。 

６．受託者は、協力者に対して、設計業務の実施について適切な指導及び管理を行わなければ



ならない。また、複数の段階で再委託が行われる場合についても必要な措置を講じなければな

らない。 

３．８ 特許権等の使用 

  受託者は、契約書に規定する特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づき保護される第三者の権利の対象である履行方法を委託者が指定した場合は、その履行方

法の使用について委託者と協議しなければならない。 

３．９ 監督職員 

１．委託者は、契約書の規定に基づき、監督職員を定め、受託者に通知するものとする。 

２．監督職員は、契約図書に定められた範囲内において、指示、承諾、協議等の職務を行うも

のとする。 

３．監督職員の権限は、契約書に定める事項とする。 

４．監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場

合、監督職員が受託者に対し口頭による指示等を行った場合には、受託者はその指示等に

従うものとする。監督職員はその指示等を行った後７日以内に書面により受託者にその内容

を通知するものとする。 

３．１０ 管理技術者 

１．受託者は、契約書の規定に基づき、管理技術者を定め委託者に通知しなければならない。

なお、管理技術者は、日本語に堪能でなければならない。 

２．管理技術者の資格要件は、特記仕様書による。 

３．管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。 

４．管理技術者に委任できる権限は、契約書第10条第2項に定める事項とする。 

ただし、受託者が管理技術者に委任できる権限を制限する場合は、委託者に書面をもってそ

の内容を含め通知しない限り、管理技術者は受託者の一切の権限（契約書第10条第2項の規

定により行使できないとされた権限を除く。）を有するものとされ、委託者及び監督職員は、管

理技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。 

５．管理技術者は、関連する他の設計業務が発注されている場合は、円滑に業務を遂行するた

めに、相互に協力しつつ、その受託者と必要な協議を行わなければならない。 

３．１１ 資料の貸与及び返却 

１．監督職員は、設計仕様書において貸与すると定める図面及び適用基準等並びにその他関連

資料（以下「貸与資料」という。）を受託者に貸与するものとする。 

２．受託者は、貸与資料の必要がなくなった場合は直ちに監督職員に返却するものとする。 

３．受託者は、貸与資料を善良な管理者の注意をもって取扱わなければならない。万一、損傷し

た場合には、受託者の責任と費用負担において修復するものとする。 

４．受託者は、設計仕様書に定める守秘義務が求められる資料については、これを他人に閲覧さ

せ、複写させ、又は譲渡してはならない。 

３．１２ 関連する法令、条例等の遵守 

受託者は、設計業務の実施に当たっては、関連する法令、条例等を遵守しなければならない。 

３．１３ 関係官公庁への手続き等 

１．受託者は、設計業務の実施に当たっては、委託者が行う関係官公庁等への手続き及び立会

いの際に協力しなければならない。また、受託者は、設計業務を実施するため、関係官公庁等

に対する諸手続き及び立会いが必要な場合は、速やかに行うものとし、その内容を監督職員に



報告しなければならない。 

２．受託者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅延なくその内容を監督職員に報告し、必

要な協議を行うものとする。 

３．１４ 打合せ及び記録 

１．設計業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員は常に密接な連絡をとり、

業務の方針、条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都度受託者が書面（打

合記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。 

２．設計業務着手時及び設計仕様書に定める時期において、管理技術者と監督職員は打合せを

行うものとし、その結果について、管理技術者が書面（打合記録簿）に記録し、相互に確認しな

ければならない。 

３．１５ 条件変更等 

１．契約書第18条第１項第５号に定める「予期することのできない特別な状態」とは、委託者と受託

者が協議し当該規定に適合すると判断した場合とする。 

２．監督職員が、受託者に対して契約書第18条第4項に定める契約図書の訂正又は変更の指示を

行う場合は、書面によるものとする。 

３．１６ 一時中止 

委託者は、次の各号に該当する場合は、契約書第20条の規定により、設計業務の全部又は一部

を一時中止させるものとする。 

(1) 関連する他の設計業務の進捗が遅れたため、設計業務の続行を不適当と認めた場合 

(2) 天災等の受託者の責に帰することができない事由により、設計業務の対象箇所の状態や受託

者の業務環境が著しく変動したことにより設計業務の続行が不適切又は不可能となった場合 

(３)受託者が契約図書に違反し、又は監督職員の指示に従わない場合等、監督職員が必要と認

めた場合。 

３．１７ 履行期間の変更 

１．受託者は、契約書第22条の規定に基づき、履行期間の延長が必要と判断した場合には、履行

期間の延長理由、必要とする延長日数の算定根拠、業務工程を修正した業務計画書その他必

要な資料を委託者に提出しなければならない。 

２．受託者は、契約書の規定に基づき、履行期間を変更した場合は、速やかに修正した業務工程

表を提出しなければならない。 

３．１８ 修補 

 1．受託者は、監督職員から修補を求められた場合は、速やかに修補をしなければならない。 

２．受託者は、検査に合格しなかった場合は、直ちに修補をしなければならない。なお、修補の

期限及び修補の完了の検査については、検査員の指示に従うものとする。 

 

３．１９ 設計業務の成果物 

１． 契約図書に規定する成果物には、特定の製品名、製造所名又はこれらが推定されるような

記載をしてはならない。ただし、これにより難い場合は、あらかじめ監督職員と協議し、承諾を

得なければならない。 

２．国際単位系の適用に際し疑義が生じた場合は、監督職員と協議を行うものとする。 

３．受託者は、設計仕様書に規定がある場合又は監督職員が指示し、これに同意した場合は、

履行期間途中においても、成果物の部分引渡しを行わなければならない。 



３．２０ 検査 

１．受託者は、設計業務が完了したとき、部分払を請求しようとするとき及び部分引渡しの指定部

分に係る業務が完了したときは、検査を受けなければならない。 

２．受託者は、検査を受ける場合は、あらかじめ成果物並びに指示、請求、通知、報告、承諾、協

議、提出及び打合せに関する書面その他検査に必要な資料を整備し、監督職員に提出してお

かなければならない。 

３．受託者は、契約書の規定に基づく部分払の請求に係る既履行部分の確認の検査を受ける場

合は、当該請求に係る既履行部分の算出方法について監督職員の指示を受けるものとし、当

該請求部分に係る業務は、次の（１）及び（２）の要件を満たすものとする。 

 （１）監督職員の指示を受けた事項がすべて完了していること。 

 （２）契約図書により義務付けられた資料の整備がすべて完了していること。 

４．検査員は、監督職員及び管理技術者の立会のうえ、設計業務の実施状況について、書類等

により検査を行うものとする。 

３．２１個人情報の取り扱いに関する事項       

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人

情報をいう。）を含む。）を取り扱う場合においては、別紙に定める「個人情報取扱注意事項」を遵

守すること。         

３．２２暴力団等不当介入に関する事項 

１． 契約の解除         

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成２０年四日市市告示第 28 号）

第３条又は第４条の規定により、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札参加

資格停止措置を受けた場合は、契約を解除することがある。 

２．不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）暴力団等による不当介入を受けた場合、次の義務を負うものとする。 

・断固として拒否するとともに、速やかに警察へ通報並びに業務発注所属へ報告し、警察へ

の捜査協力を行うこと。 

 ・契約の履行において、不当介入を受けたことにより、納期等に遅れが生じる等の被害が生

じるおそれがある場合は、発注所属と協議を行うこと。 

（２）上記の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札参

加資格停止の措置を講ずる。       

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   別紙  

個人情報取扱注意事項 

（基本事項） 

第１ この契約による業務の委託を受けた者（以下「乙」という。）は、この契約による業務を行うに当

たり、個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同

じ。）を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのな

いようにしなければならない。 

（受託者の義務） 

第２ 乙及びこの契約による業務に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」とい

う。）は、当該業務を行うに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成

11 年四日市市条例第25 号。以下「条例」という。）第１１条に規定する義務を負う。 

２ 乙は、この契約による業務において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督

しなければならない。 

（秘密の保持） 

第３ 乙及び乙の従事者は、この契約による業務を行うに当たって知り得た個人情報を当該業務を

行うために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。 

２ 乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を

講じなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（適正な管理） 

第４ 乙は、この契約による業務に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情

報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。 

３ 管理責任者は、個人情報を取り扱う業務の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、

個人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。 

４ 四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙

に対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合に

おいて、甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければ

ならない。 

（収集の制限） 

第５ 乙及び乙の従事者は、この契約による業務を行うために、個人情報を収集するときは、当該業

務を行うために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（再委託の禁止） 

第６ 乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による業務を第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。 

２ 乙は、前項の承諾により再委託（下請を含む。以下同じ。）する場合は、再委託先における個人

情報の適正な取り扱いのために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前項の場合において、乙は、再委託先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約

を交わすものとする。 

（複写、複製の禁止） 

第７ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による業

務を行うに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を

複写し、又は複製してはならない。 

（持ち出しの禁止） 

第８ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は



複製したものを含む。第９において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはなら

ない。 

２ 甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出

し先、輸送方法等を書面により確認するものとする。 

３ 前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスで

きないようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅

失及びき損の防止その他適切な管理を行わなければならない。 

（資料等の返還） 

第９ 乙は、この契約による業務を行うに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該業務の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示

により廃棄し、又は消去する場合を除く。 

２ 前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うも

のとする。 

（１）紙媒体  シュレッダーによる裁断 

（２）電子媒体 データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕 

３ 乙は、第６の規定により甲の承諾を得てこの契約による業務を第三者に委託し、又は請け負わせ

たときは、当該業務の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き

渡さなければならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する

場合を除く。 

４ 前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当

該資料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。 

（研修・教育の実施） 
第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約

による業務における個人情報の適正な取扱いに資するための研修・教育を行うものとする。 
（罰則等の周知） 

第１１ 乙は、条例第４４条、第４５条、第４７条及び第４８条に規定する罰則適用について、乙

の従事者に周知するものとする。 
（苦情の処理） 

第１２ 乙は、この契約による業務を行うに当たって、個人情報の取扱いに関して苦情があったと

きは、適切かつ迅速な処理に努めるものとする。 
（事故発生時における報告） 

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを

知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
（契約解除及び損害賠償） 

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契

約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 
 

          

   



業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に関する特記仕様書 

 

 

本業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、以下により

徹底を図るものとする。 

 

（１） 業務の円滑な履行確保を図る観点から、業務の現場等のみならず関係する会社・

事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒液の設置や不特定

の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがいなど、感染予防の対応を徹底

するとともに、すべての作業従事者等の健康管理に留意すること。 

 

（２） 新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、③密接

場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重なる場では、感

染を拡大するリスクが高いことから、事務所等における各種の打合せ、更衣室等

における着替えや食事・休憩など、多人数が集まる場面や密室・密閉空間におけ

る作業などにおいては、他の作業従事者と一定の距離を保つことや作業場所の換

気の励行など、三つの密の回避や影響を緩和するための対策に万全を期すこと。 

 

（３） 感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合は、設計変更の対象

とする。ただし、感染防止については、事前に監督職員と協議を行い有効な手段

と認められる場合に業務計画書に記載した上で履行することを前提とする。 

 

（４） 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「業務の一時中止や履行期間

の延長」が必要な場合には、監督職員と協議を行うこと。 

 

（５） 作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以下「感染

者等」という。）であることが判明した場合は、速やかに監督職員に報告するこ

と。また、保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待機などの適切な措置を講じる

こと。 

なお、感染者等であることが判明した場合は、本業務のみならず、受託者が本市

と契約中の全ての業務について、一時中止の措置を行う場合がある。 

 




